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　　　　昭和56年度　資生堂児童福祉施設職員海外派遣研修要綱（抜すい）

1．目　　的

　　民間の児童福祉施設等に従事する職員を海外tc派遣し，当該国の社会福祉制度並び

　　　に，施設運営，児童処遇技術等の専門的な知識技能について，調査研究せしめ．そ

　　の成果をもって職員の資質の向上に資する。

2．主　　催

　　　資生堂社会福祉事業財団

3．後　　援

　　　厚生省

　　　全社協養護施設協議会

4．期　　日

　　　昭和56年11月（約2週間）

5．研修先及び内容

　　オーストラリア国

　　　メルボルン市及び近郊都市における分散小舎制（ファミリーグルーブホーム，コッ

　　　ティジシステム等）の運営形態，施設活動，処遇技術等についての史的展開と現況

　　　を中心とする調査研修。

6．研修テーマ

　　ほ）分散小舎制等にいたる処遇展開の史的考察。

　　｛2】日豪における児童養護の比較・考察（長所・短所）

7．派遣人員

　　民間養護施設職員　　　15名

8，派遣職員推薦基準

　　（1）施設長を補佐し，施設の運営方針の決定IC参画する主任クラスの処遇職員。

　　　　（特に児童のケースワーク業務，施設のコミュニティケア業務を担っている者を

　　　　　優先）

　　②　勤続10年以上，年齢45歳以下。　（昭和56年4月1日現在）

　　C3）海外研修終了後，修得せる知識，情報，技術にもとついて研修会，文献等の発表

　　　　活動に効果が期待出来る者。

　　｛4｝他の類似の海外研修に参加したことのない者。

9．研修報告書の提出と研修会発表の義務

　　tl）帰国後，各人の研修報告書及び所定のデータ収集カードを決められた期間までに

　　　　提出する。

　　②　全社協養護施設協議会の主催する研修会において，研究成果の発表を行う。
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は　　じ　　め　　に

　資生堂社会福祉事業財団主催による昭和56年度オーストラリア児童福祉研修は，大きな

成果をもって終了し，ここに報告書を刊行するはこびとなりました。主催者として企画段

階から今日にいたるまでのすべてにご尽力いただいた同財団には，あらためて感謝の意を

表する次第であります。

　第9回を迎えた本海外研修は，養護施設の直接処遇職員を対象とし，　「分散小舎制にい

たる処遇展開の史的考察」が，主な研修テーマとして掲げられました。

　オーストラリアにおける’家庭に近い環境で子どもを育てる’思想は，施設をより社会

的なものとして意識づけ，かつ予防的福祉活動へと発展させるにいたりました。そしてそ

の先駆的な役割りを民間施設が担ってきたという事実は，民間施設が多数占めている我国

養護施設関係者に多くの示唆を与えてくれます。

　2週間に亘って，見聞した研修成果は，今後の団員各人の実践の中に発揮されることを

期待いたします。さらに，団員個人のみに止まらず，より広く児童福祉推進のために生か

されることを希い本報告書がその一助となれば幸いであります。

　なお本報告書作成にあたりましても，同財団の全面的なご援助をいただきましたことを

ご報告いたします。

　最後に講師の吉沢英子・荻須隆雄両氏，さらに後援の厚生省のご指導・ご助力に対し，

深い感謝の意を表わすものであります。
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1982年3月

全社協養護施設協議会

　会長　　松本国幸
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あ　　い　　さ　　つ

　資生堂社会福祉事業財団では，児童婦人福祉施設の運営と実践を担う施設従事職員に対

する長期的な育成研修事業の一環として．創立以来，海外派遣研修を実施し昭和56年度で

第9回を重ねました。この事業は，日ごろそれぞれの施設の第一線にあって尽力されてい

る指導的中堅職員を海外に派遣し．当該国の福祉制度，施設の運営形態，児童処遇の知識

技術等の実態に直接触れ調査研修した成果をもって，広くわが国の社会福祉基盤の充実向

上に役立てていただくことを目的としたものであります。

　今日，日本の社会福祉は，もはやある部分では欧米先進国の水準を超えつつあるといわ

れますが，わが国が近代化の過程で指標としてきた国々の社会福祉実践の先進性にっいて

学び，専門性に焦点をあてて調査研修を試みてゆくことは，更に日本独自の福祉体系の整

備と構築を目指すうえにおいて有用なことであり，その到達のためには長い道程があると

考えられます。

　戦後から今日にいたるまで，わが国の養護施設は，社会的養護の場として，児童の精神

的・社会的発達上に係って存在する役割的意義や，児童の人権・人格形成面の養育理念な

ど，多くの論議が展開されてきました。その歴史的経過は児童の施設養育形態のうえにも

大きな変容をもたらし，今H，大阪・神戸の家庭養護寮，東京の養育家庭制度，東京都児童

福祉審議会答申にもとつくファミリー・グループ・ホームの試行などにみられる，里親家

庭の拡大と，大型施設の分散化への移行にあります。

　80年代の社会福祉の動向は，社会福祉施設の地域化，小型化であるといわれますが，も

とより重要なことは，施設の形態論をもって児童養育のすべてに向うことでなく，施設児

童に如何に望ましい養育が保障でき，それを如何に実践するかであります。

　今回の海外派遣研修は，このような背景をもって，要養護児童の施設養育形態，及び，

地域家庭の崩壊・親子分離の防止に先駆的な活動と実績をっんでいるオーストラリア，メ

ルボルン市のセント・ジョーンズホームズを中心とした3都市12施設の調査研修を行いま

した。研修団の構成は，年次計画に従って全社協養護施設協議会による一連の推薦手続を

経て全国より選ばれた民間養護施設で中心的な活動をされている指導員で、本報告はその

調査研修結果を収録したものであります。

　海外での研修によりもたらされる成果は，すぐれて団員個々の資質にかかるものであり，

各位の学ばれた結果を生かしての今後のご活躍を切に期したいと念願いたします。この事

業はもとより当財団のみでよくするところではなく，研修計画にご協力いだだきました厚

生省，全養協，快く研修生を送り出された施設の方々に深く御礼申し上げます。本事業が

明日のわが国の社会福祉の歩みに少しでも支えとなるならば誠に喜びに堪えません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資生堂社会福祉事業財団　迫　田　勝　彦
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オーストラリア児童福祉研修を終えて

　　団長　飯田　進

（福島・堀川愛生園長）

　昭和56年度，資生堂社会福祉事業財団主催による第9回の児童福祉施設職員海外派遺

研修は，厚生省及び全社協養護施設協議会の後援を受け，全国の養護施設で10年以上勤

務している中堅職員の応募者の中から13名が選ばれ．昭和56年11月16日から11月29日ま

での14日間，オーストラリアのメルボルン，キャンベラ，シドニーの都市にある公私10

団体の経営する各種児童福祉施設を調査研究し，ビクトリア州政府の児童福祉の基本方

針やサービ・スの現況にっいても研修した。

　メルボルン市のセント・ジョーンズ法人経営の施設研修（体験実習を含む）に重点を

おき，他法人の経営する施設との対比や児童福祉サービスのネット・ワークとしての各

種施設の現況を知ることができた。

　　　　　　　　牢　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊

　研修にあたり，そのねらいをどこに置いたか。まず，わが国の養護施設の現況と取り

巻く環境について簡単に触れてみたい。

　第2次大戦後，日本では児童福祉法のもとに養護施設として発足して36年を迎えなが

ら，依然として「施設収容中心主義的」な立場を保持しっつ，施設構内居住型の大舎，

中舎．小舎を中心とした児童養護を展開している。全養護施設の85パーセント強が民間

団体経営といわれながら，措置費に依存しすぎるあまり，民間福祉施設の独自性といわ

れる自由で開拓的，先駆的な働きがほとんど発揮されていない実状である。

　全国約530の養護施設には，平均3万人を下らない子どもたちが、未だに後を絶たな

いで親や肉親と離れて生活している。

　「社会の縮図」といえる施設養護の対象児たちは，社会経済の影響を強く受け，複雑・

多様な問題をかかえて入園してくる。このような傾向を，質的変化としてとらえ今日に

至っているが，職員の対応は容易ではないようである。また子どもたちにとっても，施

設の生活が本当に彼等の望む「家庭にかわる場・環境」となっているであろうか。本来

子どもは，健全な家庭の中で親や家族に愛され，大切に守られ，正しくはぐくまれなけ

ればならず，それが最も自然な姿であり権利である。

　何らかの事情による家庭崩壊や養育能力に欠ける親の増大，あるいは社会環境等の悪

化により，子どもたちの幸福に生きる権利が阻害されている状況が余りにも多くなって

いる。様々な事情によって家庭で暮せない子どもたちの発生を，完全に防ぎきることは
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難しいかもしれない。やむを得ず家庭外で暮さなければならない子どもたちの，基本的

な欲求に対してどう対応すればよいのか，古くて新しい課題にどうしても突き当ってし

まう。かって施設職員は「物言えぬ子どもたちの代弁者」として自他共に認め．子ども

の側に立って代弁者としての役割を果してきたように思われるが，現在もそうであろう

か。

　養護施設自体，時代の社会的養護機能として対応するべく，厳しく質的転換を迫られ

ているように思われてならない。こうした時代的要請に対処しようと苦慮する養護施設

は，全国養護施設長研究協議会において，当面する児童養護の在り方に加えて，80年代

を指向し，また老齢化社会の到来を見越しての健全な児童の育成をスローガンに．養護

施設の将来展望と児童養護のネット・ワーク化の在り方を求めて，過去2回の継続研究

が持たれ，昭和57年度も引続き研究が続行されようとしている。

　児童養護の将来の展望を考える時，従来のワン・パターン式の養護施設では．すでに

児童の持つニードに適切な対応が困難であるように思われる。従って，硬直化した傾向

から，思いきった発想の転換をさせる必要があるのではなかろうか。そうした意味にお

いても，この度の海外研修はわが国の児童福祉展望にとって，予見的な意味をもっ大変

重要な機会が与えられたといえよう。

　特に，オーストラリアは日本と同じアジア圏に属しながら，我々児童福祉関係者にと

って知られざる国であった。ヨーロッパ，カナダ，アメi）力等に目が向き・がちで足下を

知らなかった訳である。経済的な交流はあるが，文化的，人的がないといわれているゆ

えんは事実なのかもしれない。

　オーストラリァの児童養護の歴史を眺めると，我々と同じ悩みをもち，同じような過

程を経ていることに気がつく。福祉先進国といわれている国も同じように，段階を追っ

て共通の流れ，方向ic向って進んでいるようIC思われる。子どもひとりびとりを個の人

格として尊重し、権利の保障という行為がその背景にあるような気がする。

　次は，わが国の養護施設に関係のある事柄について目を転じてみよう。いわゆる施設

構内居住型の児童養護は，過去15年前後の間に大舎制から小舎制へ．大規模収容から小

規模収容へと大きく変革し，さらに少人数による地域分散小舎へと移行してきている。

地域分散小舎に措置される対象も養護児童のみならず，非行性の強い児童や情緒障害児．

心身障害児等とその対象の幅が広がってきている。同時に、児童問題の発生を未然に防

ぐ予防型の児童福祉活動を，地域社会と共に民間の児童福祉団体が率先して推し進めよ

うとしている。その場合，費用対効果を具体的な数字をあげ，対比させながら展開しよ

うとしていることは驚きというほかない気持になった。

　かっての児童居住施設は．時代のニードに対応しきれず閉鎖したり，ある大規模居住
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施設は，思いきった小規模化を図り、建物内部を大改造するなどの最大限の努力を払っ

ている。また全く新しい児童福祉サービスを提供する施設として，居住部門を完全にな

くするというような変化を示している。何故このような変革を進めてきたのか，日本の

養護施設関係者にとって関心が持たれるところであろう。

　そこで研修の内容を分散小舎制等に至る史的考察をあげ，その運営形態，処遇内容，

処遇技術等の現況について調査研究することにして，次の4つのテーマを柱とした。

　1、分散小舎制に至る史的考察

　2．分散小舎制の運営機構

　3．養護内容とその実態

　4．施設と地域社会との関係

　このほか課題と将来の展望をそれぞれの章につけ加え，各章には，わが国と比較考察

する意味で両国共通の調査項目を6項目づっ設定した。

　研修のねらいが，どのような成果をもたらしたかは団員の今後に待っほかないが，一

応の形としてはこの報告書にまとめられているように思う。

●

　最後にひとこと。海外研修は．とかく外国かぶれとなって自国に対し批判的となった

り否定的になりがちであるが，逆に自国の姿を客観的に正しく評価し，あらためて良さ

を見直すことができるといわれている。わが国の児童福祉は総花的，まだまだ不充分で

あるといわれながらも，他国に劣らない独自の内容・質を持っている分野はたくさんあ

ると思う。しかし，わが国の児童福祉サービスを向上させてゆくためには，唯我独尊に

なり海外の動向に排他的となったり，またうのみをしたりしてはならないと思う。受容

的に謙虐な態度で海外のすぐれた成果を取捨選択し，学びとり，とり入れながら独自の

児童福祉体系を子どもたちのために築きあげてゆく責任がある。施設運営の近代化・専

門化を急ぐあまり，大切なものを失なってはならないことをしっかり学びとりたいと思

う。

　この海外研修が機縁となり，日本とオーストラリアの児童福祉国際交流の出発点とな

ってくれることを切望してやまない。

●

＊ ＊ ＊
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●

　付　記

　団員の選考・派遣の経過について，あえて触れておきたい。

　団員の選考にあたっては，全社協養護施設協議会が候補者を選び，資生堂社会福祉事業

財団に推薦することになった。推薦選考委員には松本，渡辺，側垣，広瀬，飯田，平本の

6名があたった。

　まず，全国の各養護施設からの応募者は研修内容に沿って「オーストラリ？児童福祉研

修で私が学びたいこと」という課題で論文を提出した。全国から多数寄せられた応募は選

考委員会において厳正に審査のうえ，13名の候補者が資生堂社会福祉事業財団に推薦され

た。財団によって最終的に選考決定された研修候補者は，昭和56年9月30日の結団式の席

で，山本財団理事長より委嘱状が手渡され正式に研修団員となった。引続き10月1日にか

けての国内オリエンテーションでは，グループ編成，研修テーマの整理，調査項目の設定，

報告書作成・役割分担の打合せ，研修旅行中の諸注意等が行なわれた。

　一方，財団は講師・団長の選任を進めながら，研修内容に沿った現地受け入れ施設の選

定と依頼・下見，宿泊場所，輸送手段の手配等の調整準備のためオーストラリァに飛び，

関係機関への挨拶や打合せを行ない万全の協力体制を作りあげていった。このような周到

で綿密な準備と現地の全面的な協力があったからこそ，所期の目的以上の成果があがった

と思われる。あらためて団員と共に，財団や事務局，関係者の皆さまに心から感謝したい。

舎
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第 1
虫早

分散小舎制による史的考察

講師　　荻　須　隆　雄

　（厚生省育成課厚生技官）



はじめに

　今回のオーストラリァ社会福祉研修では，三大都市（2州および特別区）における養護

施設およびこれに関連する施設や機関等の職員，行政担当者等に接する機会を得たが，受

けた説明や資料から，本テーマについて包括的に述べることは，筆者にとって力量を越え

た作業である。

　ここでは，若干の資料や記録を手懸りとして．オーストラリアにおける最近の児童育成

に関する社会的問題，施設養護運営形態の変容等の一端を紹介することにしたい。

1．児童健全育成上の社会的問題

　児童の健全育成上の社会的問題について，先ず，ファミリー・グループ・ホーム（family

group　home）等において養護されている児童の措置理由を掲げてみると，次のようである。

　①親の病気・入院や精神障害　②親の離婚や義父（義母）の養育忌避　③里親委託や養

子縁組が養育上不適切であった場合　④家庭での養育・監護が十分できない（uncontrollable）

場合などとなっている。㈲また，年齢のやや高い青少年を対象とする一時保護の福祉サービ

ス（EmeTgency　Accommodation　for　Young　pe。ple）にっいてeま．その保護理由として，家庭

養育環境の劣悪のほか，失業や適当な家賃の家（部屋）が得られないことなどがあげられ

ている。回

　以上に記したことのほか，訪問した施設職員などから聴取した児童健全育成上の問題点

を補足してみる。

　近年，結婚年齢が早まる傾向にあり（女性の平均結婚年齢は2L2歳という）．育児に関

する知識の欠如や養育忌避の親が目立つという。また，ティーン・エイジャーの未婚の母

にっいては，寛容的態度の人が増えてはいるもののおとなたちにとっては憂慮すべきこと

として受けとめられている。ある施設職員はこれらの傾向にっいて，「結婚意識の乏しい結

婚」が若い世代に広まりつつあると説明していた。

　また，低所得階層における家庭養育機能の弱化や親の麻薬，アルコール中毒等による家

庭崩壊なども，児童の健全育成上の社会問題となっているという。

　さらに，美しい港として知られるシドニーの中心街では．夕刻路上に10数台の日本製の

オートバイがみごとに並んでいた。日本に数年間住んでいたというB氏は，日本でいう暴

走族の若者たちのオートバイであると説明してくれた。

　以上のほか，移民家族に対する福祉サービスも重要な課題となっている。オーストラリ

アでは，過去30年間にギリシャ，イタリアをはじめとする国々から，約400万人の移民を

受入れている。彼らの文化的背景は，極めて多岐にわたっており．例えば言語は60種類，
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40にも及ぶ異なる宗教信者たちであり，全人口の約40％が移民系家族で占められていると

いう。

　移民系家族にとっては，就職するにしても日常生活には英語を解することが不可欠であ

ることは説明を要しないであろう。英語を解さない彼らに対しては，エスニック・ケア・

フオース（Ethnic　Care　Force；ヴィクトリア州）やコミュニティー・センターにおけるマ

ルチカルチュラル・アドヴァイザー（multicukural　advtser；キャンベラ）などが，彼らの

母国語で相談に応じ，福祉サービスを行っている。特に，児童の養育（教育）に関しては，

言語や習慣などの違いにより，学校生活上の諸問題や夫婦共稼ぎによる児童の保育などの

相談に対して，福祉的援助を行っている。

　終りに，高い乳児死亡率を示し，教育レベルの低さや貧困等の生活環境にある原住民

（アボリジニー）家族に対する福祉サービスの推進も，児童健全上の今後の大きな課題の

一っとなっているようである。

（注）　（イ）St．　Jo㎞’s　資料による。

　　　（ロ）ヴィクトリア州政府資料による。

2．施設養護運営形態の変容

　最近における施設養護の運営形態の変容について，ヴィクトリア州を例として紹介する

と，次のような報告が行われている。

　地域に分散した小舎養護の一っである，ファミリー・グループ・ホーム（Family　Group

Home：以下F．G，H．と略記）といわれる施設養護形態は，ここ数年間に急激に増加し，

現在，養護施設在籍児童の約半数がこの新しい運営形態による養護を受けているという。

因に，現在F．G．H．は，メルボルンに137か所あり，その他の地域に所在するものを合わ

せて180か所に及んでいる。また．このうち．70か所は州立であるという。

　ところで，　F．G．H．をはじめとする新しい施設養護形態に発展する以前の状況について

は．“集合型施設養護”と表現されているように，1，2棟の大規模な建物に極めて多数の

児童が収容されており，施設の多くは独自の学校を付設していたという。従って，当時の

児童は，近隣社会との接触の機会もほとんどない環境におかれており，社会的に孤立した

日々を送らざるを得なかったと推測される。

　しかし．今日では，このような外観的には従来型の養護施設であっても，その内部をい

くつかの小さな部屋として使用できるように改築したり，児童を地域の学校へ通学させた

り，あるいは地域でのさまざまな活動に参加させるような運営が行われているという報告

書の説明である。

　このような施設養護運営形態の変容の社会的要因の一つとして，児童が養護施設に在籍
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している間は，できるだけ一般的な家庭に近い条件のもとで養護しようとする考え方が広

まっていることが，施設関係者の説明で強調されていた。また．近年，従来型の大舎制養

護施設のなかには，閉鎖されたものやF．G．H．に運営方法を変更したものが数か所あるこ

と，さらに，施設養護を必要とする児童数の減少や先に記したように養護児童の処遇を家

庭環境に近い条件のもとで行おうとする動きなどがあり，州政府としても今後これらの児

童に対する処遇の改善を図ることの必要性を報告している。

3．要養護児童等の発生予防

　①要養護児童の主な発生因については，｛1｝で簡単に紹介した通りであるが，　F．G．H．を

はじめとする施設における児童の在籍期間はできるだけ短くすべきであり，さらに，でき

ることならばこれらの施設に措置せずにすむようにしようかという考えが，最近の関係者

の共通した考え方のようである。

　要養護児童の発生を極力予防するために，ケア・フオース（care　force）やコミュニティ

ー・センターなどにおいて，専門職員やボランティアが地域住民のかかえるさまざまな相

談に対処している。児童の養育に直接関係する相談は言うまでもなく，たとえば，親の失

業によりローンの返済が一時的に不可能であるという経済的問題についても，結果的に児

童の養育問題に波及するという考えから，ケア・フt一スのスタッフが業者等に返済期限

の延期を申し入れることなどの援助を行っている。

　また，母親が養育知識を深めたり，家事に関する技術を高めることなどは，家庭生活を

充実させるとの考えから，先のケア・フォースやコミュニティー・センターなどでは，母

親を対象としてさまざまな講習会が企画されており，利用者も多いとの説明であった。

　これらの例のように，児重の成長発達の過程で最も重要な環境である家庭に生ずるさま

ざまな問題の相談に応じ，指導，援助することにより，家庭での養育機能を強化し，要養

護児童の発生を予防しようとする関係者の熱意が感じられる。

　②養護施設への措置理由および施設入所に対する考え方の変化にっいては，先に述べた

とおりであるが，親による虐待などのケースにあっては，裁判所により親権の一時停止が

行われ，施設入所あるいは里親委託などの措置がとられる。当該児童が家庭を離れている

期間は，極力短くという考えによって，州政府の専門職員等により定期的に親の養育態度

をはじめとする家庭環境のチェックが行われ．当該児童の家庭復帰が検討される。

　③義務教育（ヴィクトリア州では15歳まで）を終了し、保護を必要とする児童に対す

る公的な福祉サービス制度は、他の分野に比べて歴史も浅いようであるが，児童のおかれ

ている状況などから，さまさ’まな福祉サービスを実施している。

　例えば，日常生活に必要な金銭の計算に正確さを欠く児童や社会生活が困難な児童など

一
11



に対しては，ユース・ウェルフェア・センタ（Youth　Welfare　Center）による指導やユース

・ホステル（又はホステル；Youth　Hostel）への入所による生活指導などがある。また，

放浪児童等については，緊急一時保護施設（Emmergency　Accomodation）に入所させ，必要

な指導を行っている。

　以上のように義務教育終了後の児童に対する福祉サービスについても，その基本的な考

えとして，児童が自らの力で社会生活が営めるように，できるだけ早期に適切な指導を行

おうとする目的によるものであるという説明であった。

おわりに

　各訪問施設、機関においては，丁寧な説明および多種にわたる資料を受けたにもかかわ

らず，筆者の誤解や誤訳などにより，適確性に欠く部分があれば，すべて筆者の責任であ

る。ご叱正戴ければ幸いである。

　なお，オーストラリアの社会福祉制度等については，下記〔4め文献で要点的にまとめら

れているので参考にされたい。

　ぐ主要参考資料〉

（1）Departrnent　of　Community　We】fare　Services－Annual　Report－

　　1July　I978　to　30　June　1979　VICTORIA

｛2）　Residential　child　care

　　department　of　Community　Welfare　Serv輌ces，　Goverment　of　Victoria　Oct．工981

〔3）　ErneTgency　Accommodation　for　young　people－comrnunity　service　department　of

　　commulljty　weifare　services，　Goverment　of　Victoria

｛4）各国の社会福祉（X　オーストラリアの社会福祉　p．195～214，小島容子），国際社会

　福祉協議会日本国委員会編　全国社会福祉協議会発行　昭和56年
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用語説明

1．ファミリー・グループ・ホーム（Fainily　Group　Home）

・ ごく一般的な住宅に数名の児童が収容されt職員であるcottage　mother（cottage　parents）

およびその家族とともに生活している。cottage　motherの夫は，他の職に就いている場合も

ある。収容児童の多くは地域の小・中学校や職業訓練学校等に通学しているが，就職して

いる児童もいる（就職している児童については，就職先の生活に慣れるまでの数か月間，

在籍期間を延長している）。

・ 収容児童は，cottage　mother等の指導のもとに，親や家族に面会すること，休暇中や週

末に帰宅することなどが許可されている。

・ cottageへの収容は，少年裁判所または州政府の地域福祉省による措置と，家庭での児

童養育が極めて困難な場合の私的契約によるものとがある。現在のところ，前者のstate

wardによる措置児童がほとんどを占めており，養育上不適切な家庭環境に置かれている

児童，親の病気・入院や離婚により適切な養育を受けられないでいる児童，親による指導

が極めて困難な児童，里親との関係や養子縁組が望ましい状況でない児童などが収容され

ている。

　なお，ヴィクトリア州政府の資料では，ファミリー・グループ・ホームに類似したもの

（キャンパス・コテジ）（campus　cottage）　と説明している。これの特徴は，一般民家と同

様な建物が同じ敷地内にいくつかあり，収容児童はレクリェーション施設等を共同で使す

る。また，心理学者，ソーシャル・ワーカー等の職員が従事している。

2．ユニット〔unit又はpreschool　unit〕

　収容型の養護形態には，主に青少年を対象とする　hostel（Youth　hostel），学童を中心と

するcottageのほか，特に就学前児童を対象とするものとして，ユニットがある。ここで

は，　cottageと同様に夫婦（又は主婦）が職員として採用され，ユニット・ペアレンッ

（unit　parents）　と呼ばれる。

3．ユース・ホステル（ホステル）　［Youth　hostel；Hoste1］

・ 要養護児童のうち，中学卒業後のティーン・エイジの児童を数名収容し，複数の指導員

（Youth　worker）等がその指導に当たっている。主な収容措置理由は，家庭崩壊による家

出，放浪や非行・粗暴行為・麻薬等により家庭での養育が極めて困難なこと等などがあげ

られている。これに収容されている児童は自立性，情緒の安定や学習の習慣などに欠けて

いることが多く，将来児童が社会人として社会に適応し自活できるようにするため．ユー

ス・ホステルでは，生活上の基礎的習慣や金銭感覚を身につけさせたり，労働意欲の高揚，
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情緒の安定をはかることなどに指導上の重点を置いている。

　収容児童が義務教育を終了し，就職する場合は，その児童の状況により暫くの間，ユー

ス・ホステルからの通勤が認められ．職場に適応できるまで継続して指導が行われる。

・ 措置経路はcottageの場合と同じく，少年裁判所，州政府の担当省により措置される

ケースが多いが，私的契約による収容ケースもある。

4．　リソース・ユニット｛Resource　Unit；Resou【ce　Unit　teamI

・Social　Workerを］」一ダーとする　Adelescent　worker，　Welfare　officer，教員による組織。

一主な業務・役割一

　（1）インテーク，収容先の決定

　｛2）入学すべき学校の決定，担任教員等に対する助言，指導

　C3）親に対する養育上の指導，就職，結婚等に関する指導，助言

　C4）収容児童に対するカウンセリング，学習指導，職業指導

　〔5｝cottage　MotherやYouth　Hostel等の職員に対する指導，助言や指導用プログラム・

　　の立案に対する指導

　｛6｝家庭復帰児童や里親への措置変更児童等に対する退所後の指導

　｛7）小児科医．精神科医，心理学者，州政府職員等との連携の保持

など，多岐にわたる業務を行っている。

5．ケア・フォース　（Care　force）

・ 要養護児童の発生を予防し，地域の家庭児童の養育に関する援助をするために，専門職

員により福祉サービスを行う組織をいう。

　Social　Worker　の資格を有するチーム・リーダーを中心に，指定区域の家庭における児

童の養育に関する相談．指導＝例えば，ファミリー・カウンセリング，養育費など家庭の

経済的問題に関すること，緊急時における児童の一一・時保護，母親の緊急的外出に伴う児童

の世話など＝を行う。

・ 母親を主な対象として，料理，手芸，裁縫などの講習会や育児に関する指導教室を開催

して，養育環境の改善や向上に寄与している。また，これらに参加する母親に同伴した乳

幼児のために，遊具を備えた部屋や遊び場が設けられている。

・学生，主婦，退職者などでボランティアを希望する者を募集するとともに，専門的な指

導を行う。

（ヴィクトリア州政府では，徐々にこの制度を推進させる努力をしている）

●
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インターチェンジ　（lnterchange）

・ 障害児をもっ親が，一時的な休息や自由な時間が得られるように，週末や休日に障害児

の養育を委託できるボランタリーの家族（host　fa皿ily）を募集し，その家族に対し専門的

な指導を行うためのプログラムをいう。

　新聞やラジオによりこのプnグラムを紹介し，申出のあったhost　fatnilyに対しては．

障害児に対する理解を深め，適切な養育が行われるように，小児科医やスビーチ・セラピ

スト等による指導がある。その後，障害児の年齢や障害程度，更にはhost　fa皿ilyの家庭

環境，性格，養育経験等を検討し，委託児童やその期間等が決められる。

ステイト・ウォード　（state　ward）

　要保護児童の施設入所や里親委託の決定が，州政府機関によって行われることをいう。

これに該当するケースは，最終的に裁判所の決定により，措置されることになる。

マルチカルチュラル・アドヴァイサー（multicultural　adVicer）

　移民系家族の福祉サービスを行う職員のうち、外国語を解し各国の実情にも詳しい職員

をいう。

る
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章2第

分散小舎制の運営機構

土橋端男
橋本テ希子

神戸賢次
斎藤正利

第1班メンバー





1．児童福祉サービスの基本方針

　オーストラリアの児童福祉サービスの基本的考え方の中に「家庭は社会生活の荒波から

個人を守り，のびのびとした憩を与える場所である。又個人は家庭という生活の場を通じ

て，地域社会・国家へとつながるものである。」といった家庭というものに大きな価値を認

めているのがよく理解できる。その意味で家庭は孤立しておらず，社会生活の基礎単位と

して社会の側からも家庭を尊重する風潮が出来上がっている。

　こうした家庭を尊重する精神は，連邦政府の社会保障省児童福祉局の所管する児童福祉

計画に如実に表われている。児童福祉計画では①低所得家庭の児童，②原住民及び移民

（6ケ月以内の移住者）の子弟，障害児，遠隔地に住む児童等特に福祉を必要としている

児童，③危険児童が家庭から放り出されないように，それらの子どもや家族に対して優先

的に児童福祉サービスを提供する事を明示している。そしてそういった児童福祉サービス

を提供する州政府（機関）や非営利民間福祉団体に対し，補助金を援助するものである。

　特にその援助の条件に①福祉サービスは地域社会の児童すべてに及ぶようにすること．

②福祉サービスの企画と運営に，利用者と地域社会の参加を仰ぐこと，③福祉サービスと

他の関連諸サービス及び地域社会資源との統合を計ること，④既存施設の利用を最大限に

計ること，が明示されている。公的機関，私的機関を問わず，又一般家庭児・崩壊家庭

児と区別する事なく．児童福祉サービスの基本的精神が国家的に義務づけられているから

である。

2．ビクトリア州の児童福祉サービス体系

　オーストラリアの児童福祉の政策・施策は連邦政府の社会保障省児童福祉局と，州政府

の地域福祉省が中心的役割を果しているが，加えて，それらの公的施策のゆきとどかない

部分を多くの民間福祉団体が政府と連携を保ちながら民間としての独自の方針を貫きっっ

その役割を担っている。更には，州政府の教育省並びに保健省でも，ある部分では，福祉

事業のサービスを受け持っている。

　ビクトリア州（オーストラリア6州の内の1州でメルボルンが中心都市である）の地域

福祉省では，州民や福祉施設の子ども達の利益が最大限保障されるよう，大きく①家庭に対

する福祉．②地域福祉事業，③矯正福祉事業の三つの部門に分けて，各部門毎で重要な役

割を担っている。具体的な役割．内容は，児童福祉サービス体系図（Nで述べ，その主なも

のについて概要を述べる。

（1｝　ビクトリア州地域福祉省

　日本の厚生省的役割の機関で①福祉事業の促進，②福祉関係機関との連携．③福祉資金
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図｛N　ビクトリア州の児童福祉体系

の提供といった福祉サービスの中心機関である。また①裁判所の決定に基づく児童の後見

の責任を持ったり，②親権の一時停止処分に伴う解除の可能の有無をレセプション・セン

ターや．リソース・ユニット等の，各機関からの児童，親，家庭に関するレポートを受け．

12ケ毎に審査をする。その結果が良ければ，親権が本来の親に戻される。

〔2｝少年裁判所

　ここでは，要養護児童や犯罪を起こした児童を審判し，児童にとって適切なる養護がなさ

れるようにリージョナル・センターからの意見書に基づき最終的措置決定をする。親から

児童を離す必要がある場合は，親権の一時停止処分を決めることができる。

（3）　リージョナル・センター

　日本の福祉事務所，児童相談所的な役割を果している。ビクトリア州の18の地区に分散

して設置されている。レセプション・センターからの児童の状態の報告を受け，裁判所へ

意見書を提出し，裁判所の決定が下りると機関と連絡をとり児童をどの施設に入れるかを

決定する。また措置児童の家族・家庭に対しての援助・指導を各施設のワーカーと協力し

て行なう州立施設の中心的機関である。
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〔4）レセプション・センター

　日本での児童相談所の一時保護所機能を持ち．裁判所の措置決定前の児童で，家庭崩壊

に伴う要養護児童や，非行少年等の警察に保護された児童が，家庭に戻るか，適切な施設

が見っかるまで一時的に収容される施設である。

（ビクトリァ州には，4ケ所ある。例えば，アランビー・レセプション・センターでは男

子は10才まで，女子は15才までという年令制限がある。）

｛5）ユース・トレーニング・センター

　ビクトリア州には4ケ所あり（男子用3ケ所，女子用1ケ所）14才から21才位までの裁

判所に送られる前か，進行中の青少年の為の一時保護所で，日本での少年鑑別所の機能を

持っている。在所期間は数ケ月で，中には1年以上いる青少年もいる。

㈲　ユース・ウエルフエア・サービス・センター

　ホステルに措置する程ではないが，社会の中に適応しにくい青少年のために，家庭や里

親家庭から通所させて，社会適応・自立のためのグループ指導・個別指導を行なう機関で

ある。ビクトリア州には5ケ所あり，うち州立は4ケ所、民間1ケ所である。

3．セント・ジョーンズ法人の児童福祉

　オーストラリアでの児童福祉における民間団体（機関）の活動は，伝統的に非常に活発

であり，これが公的施策を補完する役割を果している事は前述してきたが，そうした活動

の根底には，キリスト教の影響や社会連帯の思想がある。ここで述べるセントジョーンズ

法人も同様の民間団体であり，ビクトリア州の補助金を得て活動している。

　しかし，セント・ジョーンズ法人の場合，単に州政府の補完的役割を担うのでなく，常

に民間の独自的方針に基づき，州政府のサービス水準より先んじ，ビクトリア州の児童福

祉の先駆的役割を担っている。ビクトリア州は他州に比較して最も充実した児童福祉サー

ビスを行なっているが，その中でもセント・ジョーンズ法人は，最も充実した児童福祉サ

ー ビスを行なっているといえる。

　セント・ジョーンズ法人は英国国教会の派に属する民間福祉団体であり，第1次大戦後，

まもなく1921年に，英国であふれ出る戦災孤児がオーストラリアに連れて来られたことに

よって設立された伝統ある児童福祉施設である。その後1966年よりそれまでの大舎制の養

護形態を改め，順次グループ・ホーム・システムに移行し．1975年の民間福祉への補助金

を提供する州の法制化に伴ない，1976年より，新たな試みとして一方では地域分散型児童

養護を押し進め，他方では予防型児童養護としてのケアー・フォースを開始したのである。

　施設体系を図式化すると次の通りである。
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■　事長

■　投　員

　収容皇児童室綬間

（Pr¢v刷i怜Child　C・’‘）

　予防型児■讐垣風門

（R啓id酬al　CMd　Cρ爬）

リソースユニ7ト
111

コ7テージ
臼ホーム）

ユニ7卜
《4■一ρ

　　　　　’ユース゜■スプル
　（6ホーム）

フ’スター・

　　　ケアー
　（tケ所）

ケア・ホース
‘3ケ所》

エスニック

ケア・ホース

　（1ケ所｝
．

ファミリー・グループ　ホーム

フ，ミリー・サポート

　　サーピス
ホリデーコ，テージ

施設次艮

財■■理部門

図（B｝セント・ジョーンズ法人のサービス体系図

（1）　リソース・ユニット（専門家集団）

　収容型児童養護部門の中心部であり，次の仕事を受けもっている。①州からの措置児童

（ステート・ウオード）に対してどのコッティジに入れるかを調整したり，裁判所，リー

ジョナル・センターと協力しあい，出来る限り早い期間に家庭・社会復帰ができるよう親

への指導，再訓練，家族調整を実施する。②ハウスマザーに対する実技訓練，アドバイス

・ 研修を企画・実施する。③行動，健康，情緒上の問題をもった子どもに対して，心理学

者，精神科医からの助言を得て，カウンセリング指導に役立てる。④教育上のハンディを

持った子ども達に対して，どの学校に入れるかを決めたり，学校教師と協力して特別補習

教育を実施する。⑤地元の病院との協力・援助関係を結び，より良い児童養護を推し進め

る。
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4．セント・ジョーンズ法人の財務管理

　ビクトリア州の補助金の法制化は1975年に施行され，民間福祉団体にも補助金が提供さ

れるようになった。当初は85％程の運営資金を援助しようという目標であったが，その後

のインフレーション，物価上昇のあおりで70％程度に止まっている。残りの30％分は寄附

金やバザーの収益金、英国国教会等からの援助金等によっている。セント・ジョーンズ法

人がオーストラリアの児童福祉事業の先駆者として　州民の福祉ニードに対応できる経営，

運営的力量を存続させるのは，並大抵の苦労ではないと考えられる。

　1977年までのセント・ジョーンズ法人は，財政苦労が多く，経営的にも危機に陥ってい

たのであるが，当時の理事会で，財務管理部の専門家を採用する事を決め，現在の施設次

長（財務管理部長）を就任させ，児童養護部門と財務管理部門を，表Bのごとく独立分化

させた。そして財務管理部門はあくまでも「福祉もビジネスである」といった把え方で，

連邦政府，州政府からの公的補助金や，他からの寄附金（浄金）を扱う仕事であり，常に

慎重かっ厳しく対処しなければならないと考えている。なぜならば民間福祉団体の実施す

る事業の怠慢は，即ち，事業の存続か否かの死活問題に関係するからである。

　セント・ジョーンズ法人における年間の必要総支出経費は，180万A＄位であるが．

この使用上の目標・目的は総て「福祉」であり，必要なお金を準備し，使用計画を立て，

的確な目的使用のためにコントロールされる必要がある。そして表Bの組織図より財務管

理部門の役割を「犬」に例えて，理事長・施設長は頭，顔の部分，児童養護部門は身体，

財務管理部門は「しっぽ」であると説明を受けた。つまりしっぽは常に犬の身体や頭部よ

り先に進めず，縁の下の力持ちである事の強調であった。

　財務管理部門の仕事は多いが，6名の財務担当者と1名のパート職員，広報活動係、基

金募集活動係の各1名づっを，担当者として置いている。財務管理部門が的確に活動しや

すくするために，事務処理は80％程，コンピューターを導入し簡素化している。それら

の過去4年間の結果，事業そのものが47事業へと拡大の方向に進展するといった児童養護

部門及び財務管理部門相方共が，着実に成果を納めてきている。しかし，予算上スタッフ

の賃金と処遇費用については，年々上昇傾向にあり，常に総支出経費の15％の赤字を抱え

ている。その解決策は，コンピューターが見つけ出してくれると言い，「大変であるが難し

い事ではない」と目信をもって施設次長が語ってくれた。つまりその程度の赤字は覚悟の

上であり，いつも良い仕事をしている，赤字の穴埋めができる見通しがあることの絶対的

自信の表われであろう。

　では，公的，私的団体及び個人からどのような収入の道があるのかを述べたい。

○州政府からの補助金
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①人件費：政府が認めた専門職員の人件費（サラリー・年間契約）補助90％分が支給され

　る。

②建物維持管理費13分の1が公費負担。しかし，年度内に計画書が提示されても実施に

　及ばぬ事もある。

③州からの措置児童（ステート・ウオード）に対して

　・委託料：週1人当り2050A＄

　・被服費1ホステル入所児130A＄（入所する時のみ）

　　　　　　コッティジ入所児264A＄（年間費用）

　・食　費：ホステル入所児　週28A＄

　　　　　　コッティジ入所児　週2ユA＄

　・こづかい1ホステル入所児　週13、　5　A＄

　　　　　　　コッティジ入所児　なし

　・その他：発達障害児の特別費が支給される。

④私的契約児（プライベート・プレースメント）に対して

　・委託料：週1人当り10．　28A＄のみで私的契約児が多くなればなる程赤字は増える。

○雑収入：クリスマスカード販売リベート等

○その他の私的費目（プライベート・セクター）：個人，会社，財団，遺言による寄附金，

　ボランティア，公的団体，地域社会への基金募集活動からの基金，2A＄以上の寄附

　金には，施設長直筆のサイン入り領収書を発行する。寄附者は寄附金による所得控除が

　あり，会社等にも税措置が優遇されるような，法的配慮がある。

5．ファミリー・グループ・ホームの生活環境

ほ）最低基準

　オーストラリアでの児童福祉法最低基準は日本のように綿密に記されたものは無い。伝

統的，慣例的なものがあるのみで，建物の居心地はどうか，保母1名に対し子どもが何人

位いるか，実親へのカウンセリングやコンタクト時の記録があるか，教育面での学校との

関係はどうか，という程度のものである。

　セント・ジョーンズ・ホームの場合は，ファミリー・グループ・ホーム居住児が5～6

名（最大定員7名）であり，ビクトリア州基準の8名より，高い基準で養護されている。

他の民間福祉施設の中には，10名定員のファミリー・グループ・ホームもあるが，セント

・ジョーンズ・ホームの場合は，常にハイレベルの養護をめざす姿勢を顕示している。

（2）住居の形態

　セント・ジョーンズ・ホームは，過去において70名の子ども達が集合形態で暮していた
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が，一つの建物の中で大勢の子どもが，集団で生活する事は決して良い事ではない，とい

うことで小規模なファミリー・グループ・ホームを敷地内に点在させた。その後在宅福祉

の観点から，地域的に，より必要性の高い地域に敷地内のコッティジ等を順次分散化して

きたのである。それがスキャッタード・ファミリー・グループ・ホームで，小舎制養護の

地域分散方式の形態なのである。それはごく普通の家で一般の民家と変わらないところの

家を，住み易い居心地の良い状態に改造し，コッテッジ・マザーを中心とする家族と共に，

生活させようとするものである。その考え方の基本は「児童は家庭で養育することが最も

望ましい」の前提に立って，崩壊しそうな家庭に対しては，まず予防型児童養護部門とし

て，ケアー・フォースでその家庭に必要な援助をして家庭崩壊の未然防止に努める。それ

でも防止しきれない場合には，一時的な里親委託を実施するのである。最終的に予防型児

童養護部門で対応しきれない家庭の子どものみを居住型児童養護部門のファミリー・グル

ープ・ホームで対応する。

　これらは情緒的な子どもの安定できる条件の重視の他に，経費的問題も大きく影響して

いることがいえる。参考までに費用の関係を述べると，ケアー・フォースが最も安く，週

児童1人当り7．32A＄でまかなえ，大勢の家庭の子どもの家庭崩壊を，未然防止できる。

フォスター・ケアー（里親養護）はまだビクトリア州の北東地域のみで始めているが．週

1人当り70A＄程度でまかなえ，現在長期ベース（1～2年）20名，短期ベース（数ケ月

及至1年）70名の子どもが委託されている。ファミリー・グループ・ホームの場合は，週

1人当り230A＄もの費用がかかるのである。

　セント・ジョーンズ・ホームのファミリー・グループ・ホームには，ユニット・コッテ

ィジ・ホステルの3タイプがあり，1981年11月17日現在71名が措置（ユニットとコッティ

ジ｛ζ47名，ホステルに23名）されている。ユニットは就学前幼児を対象とし，コッティジ

は5才～15才の学童であり，ホステルは15～18才の青少年が対象というように，原則的に

年令によって区分されているのである。（最近では，ユニットとコッティジの年令区分がな

くなりっっある。）

6．職員問題

（1｝職員構成

　セント・ジョーンズ・ホームには，以下のごとく各部門ごとに必要な職種の専門スタッ

フが総勢130名いる。そして非常に職務分担を明確にしている。

①理事会スタッフ

　理事会メンバーは無給のボランティア12名で構成されている。役割としては，月1回の

理事会に参加したり，各部門を担当する事によりその上級職員（シニアー・スタッフ）と
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の打ち合わせ会を持ち，基金募集活動に参加したりする。自分の仕事の片手間で行なうに

はハードな職務が義務づけられているのである。

②職員スタッフ

　施設長は理事会とのパイプ役を果し，各部門担当職員に対して，セント・ジョーンズ・

ホームの精神を，周知徹底する事が職務の中心であり日常業務の50～60％は民間の企業，個

人に対する寄附金領収・基金募集活動及び州政府に対するレター・アブO一チFζ費やされ

るのである。

　財務管理部門は「4．財務管理」で述べた通りである。財務管理部長が，施設次長を兼務し

ている。居住型養護部門は，直接処遇部門と，その指導・援助・監督的役割を担う専門家

集団（リソース・ユニット・チーム）があり，直接処遇部門ではユニット・コッテッジ・

ホステルに単数（ハウスマザー）あるいは複数（保母・児童指導員）で職員を配置してい

る。専門家集団では，①主任指導員（運営管理部長），②青少年業務コーディネイター及び

そのアシスタント，③ユニット・スーパー・バイザー，④保母，⑤福祉司，⑥ソーシャル

ワーカー．⑦教育主事，⑧治療教育者，⑨児童指導員，⑩青年指導員，⑳雑役等のメンバ

ーで構成されている。

②　待遇

　オーストラリアは契約社会であると言われるように，契約によって給料，待遇が決めら

れている。例えばサラリー（年間契約給料）とウェージ（週給・日給）というように，契

約の仕方が異なっている。必然的に仕事上の地位，期待度．責任の程度の相違に表われて

くるのである。

　オーストラリア連邦政府の定めている最低賃金は，週200A＄（週5日，8時間勤務）

であり，平均賃金は女子240A＄，男子280A＄である事を基準にして，チャイルド・ケ

アー・ワーカーと．ハウスマザーの賃金を比較すると，チャイルド・ケアー・ワーカー

最低額214．60A＄（週5日，8時間勤務）ハウスマザー253．］OA＄～263．20A＄（週

5日　24時間勤務）（ただし，ハウスマザーは，土・日も24時間勤務であるため，賃金の5

分の2が加算される）この点から考えれば，チャイルド・ケアー・ワーカーは有資格者で

ありながら安い賃金である。反対にハウスマザーは，24時間フルタイムという条件付きで

あるが，住宅費や電気代，水道代等の光熱水費が，無料等の恩恵を考えれば，高額な給与

であるといえる。

　しかし，ハウスマザーの勤務年数は契約年数と同じ3年程度に止まっているというのは，

この仕事がハウスマザーの家族にとって非常に大きな精神的負担となっている現れであろ

う。夫は無給ボランティァとして父親的役割を義務づけられている。あるハウスマザーの

子ども達は実の父親・母親が同じ屋根の下で生活しているにもかかわらず，施設の子ども
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達と同等の取り扱いを受けることに不満をもらしていた。

　定年に関しては公的には男65才，女60才と定められているが，主任保母の場合は60才を

越えても認められる。

｛3）勤務体制

　職員の勤務の仕方はグループ・ホーム形式の養護形態であっても，ユニットやコッティ

ジのように直接処遇職員が1名しかいない場合と，ホステルのように．保母と児童指導員

が複数で勤務している場合で違ってくる。

　ハウスマザーは，一般家庭の親と同様24時間フルタイムの勤務であり．休暇も取りにく

い状態にある。そのため，長期休暇が与えられ，その間，子ども達はホリデー・コッティジ

（別荘）で他の専門職員によって養護される。また週末を実際の家庭で過ごさせたり（週

末一時帰泊）週末里親に委託したりする事によって，ハウスマザーの仕事を軽減させてい

る。ホステル等での職員が複数である場合は，例えば週の4日を24時間フルタイムで働き，

3日間休みをとるというような勤務の仕方で休日も取りやすい。

　他の民間施設で，子どもの生活時間帯に応じて勤務する断続勤務（AM　7：00～9100，

PM　3：30～8：30）の施設もあった。これは将来，週40時間が35時間に変更されるといっ

た前提で7時間勤務となっている。

（4｝資格基準

　ハウスマザーの条件は，「一枚の資格証明書iζあらず。」むしろ情熱と子どもに対する理

解の深さ，子育ての経験の豊かさ，良き趣味を持った人にポイントが置かれている。上記

の条件を兼ね備えた上で有資格者であれば一層好ましい。

（5）専門養成機関

　次のコースで専門資格を得る。養成期間において．かなり，長期にわたる実習が義務づ

けられている。週3～4日を13週間‘ζわたり実習，2週間連続の2度の実習を行う方法の

二種類がある。さらに施設のチャイルド・ケアー・ワーカーを目指す人には，特別に民間

施設での実習が義務づけられている。

①メルボルン大学等の大学（ユ＝バーシティ）で，ソーシャル・ワークのコースを選択し

学士の称号を得るコース

②公立の単科大学（カレッジ）で上級教育を受けるコース

③公立の社会福祉教育機関のように，公務員の中で社会福祉を目指す人達や，民間施設の

職員がユース・ウエルフエア・ワーカーやチャイルド・ケアー・ワーカーの資格を得るこ

とのできるコース

㈲　組織養成・研修制度

　セント・ジョーンズ・ホームは他の民間機関と共同で仕事をしているものがあったり，
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ボランティア活動をより拡めるために，それらの団体，組織を援助し，オフィスを貸した

り職員を協力させたりしている。里親希望者への研修会プログラムを企画，実施したり，

インターチェンジ・プログラム（障害児をかかえた家族に対して，家族援助を行なうと共

に，障害児のための里親を開拓する事）もその一っである。その場合，セント・ジョーン

ズ・ホームの中心部であるリソース・ユニットが重要な役割を果している事は言うまでも

ない。コッティジ・ホステル等のハウスマザーや児童指導員，保母への職員研修にも力を

入れている。

7．課題と将来展望

　オーストラリアの児童福祉サービスの基本的考え方は，社会生活の基礎単位としての家

族及び個人を最も尊重し，サービスの内容も家庭機能の補完としての家族援助サービスを

中心的存在に据えている。そして公的・私的福祉団体（機関）に対するそれらの政策，施

策の徹底は次のごとく連邦政府の補助金制度の適用の際の条件（契約）で国家的に義務付

けている。

　①福祉サービスは地域社会の児童のすべてに及ぶようにすること

　②福祉サービスの企画と運営に利用者と地域社会の参加を仰ぐこと

　③福祉サービスと他の関連諸サービス，及び地域社会資源との統合を計ること

　④既存施設の利用を最大限に計ること

以上の4点に要約されている。

　このことは，日本の福祉サービス体系に大きな示唆を与えている。近年日本の養護施設

でも施設の閉鎖性が批判され，もっと社会化した運営が望ましいという論議が盛んに行わ

れ，施設側からもその動きが見られるようになりっつあるが，「コミュニティ・ケアー」「在

宅福祉サービス」の必要性を強調する割には，進み具合の遅い日本の福祉行政にとって重

要なポリシーであるといえよう。日本にも児童憲章や児童福祉法で崇高な「福祉の精神」

が述べられているが，法的規制，義務付けが非常に弱く，またタテ割り行政の厚い壁の中

で，「絵に描いた餅」的精神に終止しているのではないだろうか。更には，民間福祉施設と

しての民間の独自性・開拓精神が措置費・児童福祉最底基準のワク組みの中で閉じこもっ

てしまっているのではないだろうか。

　その点オーストラリアが「南の福祉国家」と言われるまで急激に発展してきた背景には

次の二点があげられよう。

　①セント・ジョーンズ法人等の民間福祉団体（機関）が公的サービスの足らざるを補う

と共に，公的サービス水準を先んじる民間のフロンティア・スピリットが大きく影響して

いる。
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　②オーストラリアの福祉政策・施策は，北半球の福祉先進国が長い歴史過程を経て充実

化してきた福祉政策・施策を取捨選択し，無駄なく弾力的な姿勢で独自に同化させていっ

たこと。置かれている地理的条件がヨーロッパ文化を直輸入することなく濾化する機能を

果していたのであろう。

　一方tヨーmッパ諸国が深刻な問題としてとらえているのは，福祉問題ではなく．人口

問題だと言っていたのを聞く時，オーストラリアの労働人口の多数を移民政策に頼ってい

る現実を考えあわせると無関心ではいられない。現在オーストラリアには，30万人以上の

失業者がいると言われ，技術革新に伴う失業率は34％以上になるだろうと言われている。

特に失業の傾向は，未熟練労働者，語学力に欠ける45才以上の人々，労働経験の少ない人

々といった，あるグループのみに見られる現象であるという。その結果として，一方では，

失業者の肉体的精神的健康の低下，失業者の労働意欲の低下．経済的又はその他のストレ

スによる家庭崩壊，犯罪，アルコール中毒，麻薬．失業者の自殺増加，貧困線以下の失業

手当しか受けられない人々の階層の増大につながるであろう。

　他方では，仕事や他の財産を持っている人々とそうでない人々との間の格差がますます

拡大する社会に向かうであろう。そして，貧困・失業・コミュニティic対する不満の増加

は福祉ニードの複雑化・多様化へと進展するであろう。これらの福祉ニードの高まりの中

で，国民の税負担能力が福祉ニードにどこまで対応し得るのか，今後の大きな課題である

と言えよう。

　その意味で，オーストラリアの福祉サービスのあり方として，利用者側の福祉ニードに

対し，一時的・一元的な福祉対応策としてではなく，生存と．発達の権利を守りうる，ま

たいっでも誰もが安心して必要な時に，必要なサービスを受給できる社会的養護の福祉サ

ー ビスを質的にも量的にも充実させていく必要があろう。供給する側としては家族福祉，

児童福祉，青少年福祉，老人福祉，これらすべての目的は共通しており，福祉機能の無駄

な重複や専門家（職）の非効率的な活用を回避する方向で，より総合的な発達条件施策を，

地域援助体制の中でネットワーク化していく必要があるであろう。
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章3第

その実態と

山本　昇
大内美雪

武井光秋
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1　入所理由と入所までの経路について

　オーストラリァにおいては密度の濃い養護が展開されている。それは単に税金をっぎ込

むということではなく，福祉の心についていえる。養護の根底に流れるものとして，施設

に収容するより，予防措置といって施設に入れないようにするにはどうすればよいか，と

いうことを中心にしているのである。

　この章では，ビクトリア州において，先駆的児童福祉を展開しているセンド・ジョーン

ズホームの内容を中心に報告するが内容に入る前にその前提として，入所の理由，またそ

の経路，措置権，借置基準等について把握する必要がある。その流れは入所する経路図に

記しているが，その具体的内容について整理してみたい。

（1｝ステート・ウオード（state　ward）とプライベート・プレイスメント（Private　Macement）

　措置までの経路としてステート・ウオードとプライベート・プレイスメントの2っに分

類される。ステート・ウオードとは，警察やその他の機関，団体．個人によって発見され

た要養護児童で，最終的icta判所で親から離して養護した方がよい，と判断され，州から

措置された児童のことをいう。その場合，親の親権は停止され，州が後見人となり，里親

や施設に措置されることになる。

　プライベート・プレイスメントとは，施設のスタッフが地域の中から要養護児童を発見し

てきたり，家族からの相談を受けて入所させるような私的契約児童のことである。

2　入所にかかわる施設と機関

（1｝地域福祉事業省（D．C．　W．　S）

②少年裁判所

（3｝リージョナル・センター（Regiona1　Centres）

｛5｝ユース・トレー＝ング・センクー（Youth　Training　Centres）

（6｝ユース・ウェルフェア・センター（Youth　Welfare　Centres）

これらにっいては第2章を参照されたい。

（4）レセプション・センター（Reception　Centres）

我々が見学した，アランビーレセプションセンターを紹介する。

　ここには裁判所の措置決定前の児童で家庭崩壊および警察に保護された児童（非行），又は

裁判所の決定は下りているのだが措置の決まっていない児童がいる。収容には年令制限が

あり，男子は10才まで，女子は15才までとなっている。収容定員は230名で，現在は150

名の児童が8つの居住棟に分かれて居住している。学校，幼稚園も併設しているが，特に

問題のない児童は地域の学校に通うこともできる。児童の55％は3ケ月以内に措置変更さ
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れるが，1～2年も在所させる場合もあるという。その主な理由としては，問題が複雑で

適切な施設のないことがあげられている。アランビーのスタッフは総数で280名もおり，

チャイルド・ケアー・ワーカー（ナースも含む）が165名，幼稚園教師5名，学校教師13名，

事務関係10名，用務員関係20名，その他はソーシャルワーカー．パートタイムのコンサル

タント等となっている。勿論ボランティアも若干ではあるがかかわっている。措置が決定

した児童は家庭復帰，ホステル，コッティジ，フォスター・ケアーへとここから出ていくこ

とになる。

3　予防型児童養護部門

（1）チルドレンズ・プロテクション・ソサエティ（Children’s．Protection．Society）

　緊急一時保護団体で政府からの認可を受け，資金を提供してもらっている。ビクトリア

州には25ケ所あるが，ホステルや他の施設が兼ねている訳でこの施設そのものが存在して

はいない。児童を保護した場合は24時間以内に裁判所に連絡することになっているが．こ

こからレセプション・センターIC措置されたり，家庭に戻されることが多い。

（2）フォスター・ケアー（里親養護）（Foster　Care）

　里親制度は日本よりもかなり進んでいる。できるだけ施設に居住するよりもこの制度を

活用しようと考えている。24時間以内の緊急ケース，6週間以内の一時的ケースもあり得

るという。

｛3）ケアー・フォース（Care・Force）

　予防的養護を行なう部門で，危機にある家庭の援助，指導を行なう。要養護児童の発見

に寄与する場合もある。

（4）エスニック・ケアホース

　ケアホースと同様の機能をもつが，対象が移民家族に限られる。

｛5｝リソース・ユニット（ReSOUTce　Unit）

　リジョナル・センターのスタッフと協力して本来の家族援助，指導を行なう，処遇の中

心的機関である。

4　収容型児童養護部門

（1｝ホステル（Hoste1）

　青少年が社会適応できるよう指導訓練する施設で地域分散型のグループ・ホームである。

ほとんどが家庭崩壊，本人の未就業，学校での問題，非行等の理由で措置されている。在

所期間は極めて短かく，長くても6ケ月程度である。ヴィクトリア州には民間26，州立3

の計29があり，対象年令は13～18才となっている。
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（2）ファミリー・グループ・ホーム（Family　group　Home）

　主に学童を対象としているコッティジと低学年児を対象としているユニットの2種類があ

り，内容としては家庭的雰囲気の中で児童を養護するものである。一般の養護児童を対象

とし，親の疾病，離婚，虐待，親の手におえない児童等が措置されている。形態としては

地域分散型と施設構内型がある。

〔3）チルドレンズ・ホーム（Children’s　Home）

　日本の大舎制に近い養護施設である。定員は40名以下にするよう行政指導がなされてい

る。州立では5施設あるが，民間ではほとんどみられない。

（4）ホリデイ・コッティジ

　ユニット・コッティジのハウスマザーの長期休暇時に子ども達が生活をする別荘。ここ

には専門職員が配置されており，特別なプログラムを企画しながら楽しい思い出作りをし

ている。

5　コッティジ．ユニット，ホステル等における養護，および指導の内容

　1975年から1980年の間に，レジデンシャル・ケアーにおける児童は約38％減少してお

り，1981年度中には75隼に此較してそれは約50％に減少することが期待されている。そ

の理由として，①危機にある子ども達に対する予防措置が効果をあげている，②子どもの

減少，③居住型施設が小さくなり，少人数化してきている。

と専門ワーカーが述べている。この考え方に従って施設も多人数形態から少人数形態へ，

施設構内から地域社会に，そして地域の中で家庭と同じような形態をとりながらケアーす

ることの方向に児童養護の考え方が移行してきている。それに伴いレジデンシャル・ケアー

も形態が変化してきており，大舎制から小舎制へ，そして施設分散型へと移行してきた。

ここではセント・ジョーンズ・ホームのレジデンシャル・ケアーを中心にして，幼児，学

童，高年令児がどのような形で居住し，どの様な指導内容を持ってケアーされているかに

焦点をあててみたい。

（1｝コッティジにおける指導

　前掲した様に，ファミリー・グループ・ホームには地域分散型と施設構内型（キャンパス

型）があり，双方とも家族形態で児童処遇にあたっている。コッティジにはセント・ジョー

ズ・ホームのスタッフであるコッティジ・マザーが配属されている。彼女は自分の家族と

一緒に借置児童と生活している。

　児童の受け入れに関しては，セント・ジョーンズ・ホームが公的機関からの措置か，私

的契約かのいずれかになっており，リソース・ユニットより配属されてくる。

　指導方針は専門スタッフによって作成され，それに基づいてコッティジ・ペアレントが
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処遇に当たる。子ども達は，コッティジ・マザーのもとで，ノーマルな家庭の雰囲気を味

わいながら生活している。ハウス・ペアレンツに実子がある場合など，子ども同士で競っ

たり，好き嫌いが出たりで多少のデメリットもあるらしい。子ども達の生活内容をみると，

調理，洗たく，買物，清掃などの役割がそれぞれ分担され（実子を含めて），それを果たしな

がら生活がすすめられている。又子ども達は近隣の学校へ通学し，公園に遊びに行き，買

物もしてくる。コッティジ・マザーとのやりとりはごく自然であった。

　一方，コッティジ・マザーは生活のペース・メーカーとして24時間体制をとり働いてい

る。母親の役割を担いながら，生活指導，学習指導，遊びの指導をし，又様々な問題に対

しても対応していかなければならない。特に困難な問題にぶつかった場合等は，リソース・

ユニット・チームと相談し助言を受けることができる。本来の家庭とコッティジ・マザー

との間のトラブル等も，リソース・ユニットが側面から援助している。

　処遇記録は重要視されており，ケース・ファイルは毎日克明に記録されている。コッテ

ィジ・ホステルは少人数なのでカードシステムではなくファイル・システムを取り入れて

いる。この記録はリソース・ユニットやソーシャル・ワーカーに提出する。

　又，地域との交流にっいては開設当時は多少のわだかまりがあったという。しかしスタ

ッフの働きかけにより住民からの理解は容易に得られ，現在ではスムーズに交流できてい

るとの事であった。

　コッティジ・マザーは多忙な毎日を過ごしているが，配偶者や家族の協力なくしては処

遇の継続はできないことを痛感した。

｛2｝ユニットにおける指導

　ユニットはキャンパス内にある集団養護に適した低年令児を対象としたファミリー・グ

ループ・ホームである。低年令児が中心ではあるが，高年令児の集団もある。受け入れは

コッティジと同じである。幼児は近隣の幼稚園に，学童は学校へ通学している。児童の養

護にはチャイルド・ケアー・ワーカーがあたっており，指導内容等は対象児童に合わせてっ

くられている。

｛3）ホステルにおける指導

　セント・ジョーンズ・ホームの青少年グループのケアーはホステルに代表されている。

　ホステルは政府と密接な関係にあり，指導計画，入所経路，資金等協力関係の中に成立

している。目的としては，ノーマルな社会に帰すこと，家庭復帰，自活させること等であ

る。

　指導上の留意点としては．①警察沙汰にさせない，②友達，近所とどうつき合うか，③

両親とのミーティング，などであり．社会復帰、家庭復帰を目的とした方針がとられるこ

とが多い。家庭的背景をみると，ほとんど放任や家庭崩壊であることが多く，指導の中で
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彼らの自立を確立していかなければならないという。

　ホステルでの生活内容は年令によって異なるが．通学の継続，訓練校への通学，ワーカー

よりの指導によりホステル待機，あるいは通勤をできるようにするなど個々のニーズにあ

った処遇が展開されている。処遇効果をあげるため定員も少なくコミュニティの中でケアー

されるが，問題児が多いため地域社会になかなか受け入れてもらえないという。

　処遇技術ではケース・ワーク，グループ・ワークが適宜取り入れられ，週末のドライブ，

映画，キャンプ，又バーペキューやビリヤード等，一っひとつのプログラムに工夫がみら

れている。職員も役割分担をし，児童も家庭復帰，社会復帰の訓練をして．あらゆるもの

に参加している。進路問題に悩む我々にとって．ホステルは感銘に価するシステムだった。

6　処遇，その具体的内容

［1mp習指導

①はじめに

　教育の問題にっいては残念ながら我々が2週間で得た知識の中で細かく報告することは

困難である。というのはユニット・コッティジ，およびホステル等においては日本の養護

施設で行なわれているような学習指導（園内教育）的なプログラムはほとんど展開されて

いなかったからである。

　その理由はいろいろと思案されるが，ただひとっはっきりしていることは教育の問題は

学校で，しかも教育者によって行なわれるものである．という基本的概念が定着している

ことであろう。これはこの国の国民性や考え方もさることながら，労働力不足の問題や歴

史的背景等が大きく影響しているものと考えられる。ここでは施設側からみた学習指導の

考え方とその指導にっいて報告したい。

②ドクター・バーナード・ホームにみる学習指導

　ここでの学習指導は一切を学校に委任しており，施設に配属されたところの専門職員は

宿題を整理させるのに協力してやる程度である。しかし職員の中tζは教員免許を取得して

いる人もいるので，随時相談にのることも可能であるという。むしろ重要な柱は，学習指

導以前a．ものにあるようだ。それは社会性や生活の基本的態度を身につけさせることであ

る。っまり科学を主軸とした基礎教養を得らせることであり，やがてそれらは社会復帰し

た後に生活の基盤となっていくであろうことを期待しているのだという。具体的にはテー

ブルをきちんと整理させるとか，人の話をよく聞く態度，技術を身につけさせること等を

優先させなくてはならない，とディレクターが力説してくれた。

　これらの説明は屋外の芝生の上で行なわれたが，何とはなしに見た屋根の上には，椅子，

ゴム長ぐつ，バケツ等が放り投げられ，散乱しており，情緒的に不安定な子ども達を収容
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